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序     文 
 

カンボジア王国では、近年、都市と農村の格差が顕著になりつつあります。特にラタナキリ州・

モンドルキリ州は天然資源に恵まれた開発ポテンシャルのある地域ながら、首都から離れた遠隔

地であること、先住民族が独自の文化を継承しながら生活する地域であること等により持続可能

な開発を進める取り組みが遅れていました。中央政府主導で進みつつある地方分権化・業務分散

化改革に合わせ、今後より一層、両州内の政府関係者が住民をはじめとするさまざまなアクター

と一体となって開発を行うことが求められています。このような状況からカンボジア王国政府は

日本政府に対し技術協力を要請、各種調査団の派遣により検討を重ねた結果、独立行政法人国際

協力機構は 2007 年 10 月から 2011 年 3 月までの予定で「北東州地域開発能力向上プロジェクト」

を通じ技術協力を行っています。 

プロジェクト開始後、両州においてより詳細に各地域の人材や能力に関する状況が確認され、

中央政府において地方分権化・業務分散化改革が更なる進展をみせつつあります。こうした背景

も踏まえ、2009 年 7 月に、当機構カンボジア事務所次長はじめ 5 名の日本国側調査団と、内務省

地方行政総局長を議長とするカンボジア王国側調査団 5 名が合同中間レビュー調査団を結成し、

本プロジェクトのこれまでの活動実績、進捗状況について、総合的な評価を行うとともに、今後

の対応等について協議しました。これらの評価結果は、ミニッツに取りまとめられ、日本国側・

カンボジア王国側双方の評価委員の合意の下に、署名・交換が行われました。 

この報告書は、今回の評価調査及び協議結果を取りまとめたものであり、今後の技術協力事業

を効果的かつ効率的に実施していくための参考として、活用されることを願うものです。 

この調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成 21 年 9 月 

 

独立行政法人国際協力機構 
カンボジア事務所長 鈴木 康次郎 
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プロジェクト位置図 
 

プロジェクト対象地域： 

ラタナキリ州 （人口 156,466 人 面積 10,782Km2 性比 102.4％）（2008 年現在） 

モンドルキリ州（人口 61,107 人 面積 14,288Km2 性比 105.5％）（2008 年現在） 

 

ラタナキリ州（過去 10 年間の人口増加率/年 4.67％）モンドルキリ州（過去 10 年間の人口増加率/年 6.34％） 
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中間レビュー調査結果要約表（和文） 
 

１．案件の概要 

国名：カンボジア王国 案件名：北東州地域開発能力向上プロジェクト

（PRDNEP） 

分野：ガバナンス 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：JICA カンボジア事務所 協力金額：3 億 2,700 万円 

先方関係機関： 

・内務省地方行政総局地方行政局 

・モンドルキリ州及びラタナキリ州農村開発委員会実

施委員会（PRDC/ExCom） 

協力期間 （R/D）：2007 年 10 月～2011 年

3 月 

 

日本側協力機関：なし 

他の関連協力：なし 

１ 協力の背景と概要 

モンドルキリ州及びラタナキリ州はカンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の北東部

に位置している。両州は天然資源が豊富な地域である一方、伝統的な生計手段を守る国内先住民

族の多くが暮らす遠隔地であることなどから経済的な発展の度合いは低い。カンボジアのミレニ

アム開発目標報告書（2003 年）において、両州の開発レベルは 24 ある州と特別市のなかで国内

最下位に位置づけられている。 

さらに両州は、地域開発を推進するための人材及び体制を有しておらず、その組織的な基盤は

州農村開発委員会（The Provincial Rural Development Committee：PRDC）実施委員会（Executive 

Committee：ExCom）の設置以前には存在しなかった。そのため、開発事業はプロポーザルの積

み上げとなっており、優先開発課題の選定に基づく戦略的なアプローチは州及び郡において皆無

である。 

2004 年、カンボジア政府は北東州の総合的な開発計画策定のための開発調査と PRDC 支援の

ための技術協力を要請した。当該国政府からの「モンドルキリ州地域総合開発調査」の要請に応

じ、JICA は 2004 年及び 2005 年に 3 件のプロジェクト形成調査団を派遣した。これら調査団の

提言を受け、カンボジアは技術協力プロジェクト「北東州人材育成計画」を要請したところ、日

本政府により採択され、2007 年 8 月 31 日、カンボジア内務省（Ministry of Interior：MoI）及び

JICA との間で、「北東州地域開発能力向上プロジェクト（Project on Capacity Development of 

Provincial Rural Development in Northeastern Provinces：PRDNEP）」を、2007 年 10 月から 3 年半

の予定で開始する旨合意された。 

 

２ 協力の内容1 

（1）スーパーゴール 

対象州において、持続的地域開発事業により、貧困が緩和される。 

（指標）貧困世帯が減少する。 

                                                        
1 今般の評価時に使った 2008 年 8 月改定済みプロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）2 に準

ずる。  
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（2）上位目標 

対象州において、州政府により、主体的かつ戦略的に州開発事業が実施される。 

（指標）対象州において 

1） 州戦略開発計画の質が向上する。 

2） 州政府により事業進捗がモニタリングされ、必要な指導がなされている。 

 

（3）プロジェクト目標 

対象とする州において、持続的地域開発のための地方行政能力が強化される。 

（指標）対象州において 

1） 今までに取り組みが遅れていた分野（非インフラ事業など）を含めニーズに合った持続

的地域開発事業が計画・実施されている。 

2） 地域開発事業の進捗が行政官によりモニタリング・評価され、次の事業のために必要な

フィードバックが報告書やマニュアルの形でなされている。 

3） 地域開発に関する会合が州政府により定期的に開催される。 

 

（4）成 果 

1） 州行政官の分析・調査能力が向上する。 

（指標）モンドルキリ州、ラタナキリ州において 

1.1 データ分析及び調査結果に基づく状況調査報告書（州ごと）が完成する。 

1.2 問題分析に関するモジュール研修が 1 コース以上行われ、受講者の研修後の能力が向

上している。 

2） 州行政官の地域開発計画策定能力が向上する。 

（指標） 

2.1 ラタナキリ州のパイロット郡で地域開発計画策定への取り組みがなされている。 

2.2 パイロット事業をはじめ各種事業の策定と準備のための具体的な活動を実施できる

ようになる。 

2.3 地域開発計画に関するモジュール研修が 2 コース以上開催され、受講者の研修後の能

力が向上している。 

2.4 地域開発計画の策定プロセス改善に関する報告書が作成される。 

3） 州行政官の地域開発事業実施・管理能力が向上する。 

（指標） 

3.1 現在取り組みが遅れている分野（測量、AutoCAD など）での技術支援班（Technical 

Support Unit：TSU）2 の技術力が向上する。 

3.2 郡やコミューンが実施するパイロット事業をはじめ各種事業の契約管理と業務管理

が改善する。 

3.3 地域開発事業の実施に関するモジュール研修が 6 コース以上行われ、受講者の研修後

の能力が向上している。 

3.4 事業実施プロセスの改善に関する報告書が作成される。 

                                                                                                                                                                                       
2 ExCom 技術協力班（Technical Support Unit）のこと。  
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4） 州行政官のモニタリング、評価能力が向上する。 

（指標） 

4.1 パイロット事業をはじめ各種事業のモニタリング・評価計画が作成される。 

4.2 上記計画に沿ってモニタリング・評価が実施される。 

4.3 地域開発事業のモニタリング・評価に関するモジュール研修が 1 コース以上行われ、

受講者の研修後の能力が向上している。 

4.4 モニタリング・評価の手法及び体制改善に関する報告書が作成される。 

 

（5）投入（2009 年 5 月時点） 

付属資料 3．「実績一覧」参照。 

２．評価調査団の概要 

調査者 ＜カンボジア側＞ 

・Team Leader: H.E.Mr. Leng Vy, Director General, General Department of Local 

Administration (GDLA), Ministry of Interior (MoI) (Project Director) 

・Member: Mr. Yin Malyna, Director, Department of Local Administration (DOLA), 

GDLA, MoI (Project Manager) 

・Member: Mr. Yat Sokhan, PRDC/ExCom Ratanakiri Province (Counterpart Personnel)

・Member: Mr. Sek Hay, PRDC/ExCom Ratanakiri Province (Counterpart Personnel) 

・ Member: Mr. Hiek Sophan, PRDC/ExCom Mondolkiri Province (Counterpart 

Personnel) 

＜日本側＞ 

・総 括：小林雪治 JICA カンボジア事務所 次長 

・調査企画：寺田美紀 JICA カンボジア事務所 企画調査員（グッドガバナンス）

・評価分析：松下智子 株式会社 アンジェロセック 

・小規模インフラ：増田豊 株式会社 設計計画 

・調査企画補佐 Mr. Phok Phira JICA カンボジア事務所 ナショナルスタッフ

調査企画 2009 年 7 月 7～26 日 評価の種類：中間レビュー 

評価の手法 評価方法： 

手順 1：2008 年 8 月付 PDM2 を評価基準として用い、プロジェクトの投入、活

動実績と成果の比較から、達成度を確認する。 

手順 2：プロジェクトの計画及び実施段階における、成果の貢献要因、阻害要因

を確認する。 

手順 3：「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」の 5 項目の

観点から分析を行う。 

手順 4：プロジェクト完了までの期間に対する提言を行う。 

 

データ収集方法： 

文献調査、主なステークホルダーへのインタビュー、対象地域へのサイト訪問、

フォーカスグループディスカッション 
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調査実施上の制約： 

同国内には地方分権化・業務分散化（Decentralization and Deconcentration：D&D）

政策に対する支援を行うドナー機関があるが、本中間評価では主にプロジェクトに

焦点を置いた調査を行った。また時間の制約のため、すべての関係者に対するイン

タビューは実施されなかった。 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

現時点の指標によれば、プロジェクトは進展しており成果を達成し得るものと思われる。本プ

ロジェクトでは、両州の行政官の書類のファイリング、公的文書の作成、プロポーザル作成等の

基礎的な事務能力の向上がみられた。また計画、実施、モニタリングといったプロジェクトサイ

クルの基礎を経験した行政官もおり、行政能力向上に対する問題意識が徐々に向上している。

これまで、本プロジェクトでは、さまざまなスキルや科目に関する研修が実施され、得られた

知識やスキルはパイロット事業の計画や実施において活かされてきた。こうした活動の実績を確

認するうえでの参考となる十分な指標が、PDM2 のプロジェクト目標及び成果に記載されていな

いため、プロジェクト期間内にプロジェクト目標として定められている『「持続的」地域開発の

ための地方行政能力が強化される』か否かの判断は難しい。 

プロジェクト目標の達成をより確実なものとするために、プロジェクトの経験をガイドライン

やマニュアルに反映させるなど制度化に努め、同時にそれを活動実績として確認し得る指標を再

検討することで、プロジェクト目標が達成される見込みが高まると考える。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

以下のことから、本プロジェクトの継続は妥当性が高いといえる。 

カンボジア政府は 2004 年 7 月に発表された国家開発戦略「四辺形戦略（Rectangular 

Strategy）」で、D&D の推進を明示し、2005 年 6 月に「D&D 改革戦略フレームワーク」を承

認し、2008 年 5 月に州、郡に評議会を 1 年以内に設置することを定めた地方行政法を施行

した。2008 年に発表された国家戦略開発計画（National Strategic Development Plan：NSDP）

（2001～2010 年）及び第 2 次四辺形戦略において、D&D は引き続きグッドガバナンスを推

進するうえでの重要課題となっている。 

2002 年のわが国の対カンボジア援助政策では、公共政策推進と人材不足解消への取り組

みのため、人材開発は重要課題の 1 つに位置づけられている。本プロジェクトは開発事業を

実施するためのプロジェクト管理能力を向上させることを目的としている点で、JICA の使

命 2「公正な成長と貧困削減」及び使命 3「ガバナンスの改善」に合致しているといえる。

さらに、ラタナキリ州とモンドルキリ州は、開発重点地域であるカンボジア・ラオス・ベト

ナム（Cambodia, Laos, Vietnam：CLV）の「開発の三角地帯」に属する地域と認識されてい

る。 

当該地域の地方行政機能を強化するために、州及び郡における著しい能力不足及び人材不

足解消に取り組むことは、当該地域の生活を向上させ、持続的な農村開発を促進するうえで

急務の課題であり、地方行政官の能力向上は不可欠である。本プロジェクトは行政官に対し、
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さまざまなスキルや科目の研修を受講する機会を与え、その多くがプロジェクトサイクルの

基礎を習得させるうえでも役立った。今後、対象地域やターゲットグループをより絞り込む

ことで、プロジェクトの妥当性がより高まるものと思われる。 

 

（2）有効性 

徐々に進展しているが、各州の状況に応じ、絞り込んだアプローチをとることで、より高

い有効性が確保されると考えられる。 

本プロジェクトでは、両州の行政官に対し、さまざまなスキルや科目の研修を受講する機

会を与え、モジュール研修では、両州でほぼすべてのコースで受講前後の理解度テストの点

数が改善した。また、ワークショップ（Workshop：W/S）やパイロット事業を通じ、行政官

は計画、実施、モニタリングといったプロジェクトサイクルの基礎を経験した。しかしイン

フラプロジェクトの実施からメンテナンスへといったプロジェクトを次の段階につなげて

いくために必要となる、モニタリング・評価のスキルの向上については、特に今後改善の余

地がある。 

ラタナキリ州では有効性が比較的確保されていると考えられる。郡行政官やコミューン評

議員はプロジェクトの指導の下、インフラプロジェクトの効果的なモニタリング方法を学ん

だ。地方行政機能の強化について行政官の間での問題意識が高まった。 

モンドルキリ州では、現時点では今後十分な有効性が確保される見込みがあるとは言い難

い。その原因として、州及び郡における対象が幅広いものであったこと、モンドルキリ州で

は PRDC/ExCom の活動が開始されたのが 2003 年でありラタナキリ州より 7 年遅れていたた

め、プロジェクト開始当初の行政官の能力が低かったこと、が挙げられる。プロジェクトの

成果として、行政官は計画策定の基礎を習得することができたものの、今後はモニタリン

グ・評価、事業見直しについて引き続き学んでいく必要がある。 

モンドルキリ州での本プロジェクトの重要なアプローチの 1 つとして、非政府組織

（Non-Governmental Organization：NGO）との協働を通じた能力向上が挙げられ、州及び郡

行政官に、特定の課題に関するより高度な技術や経験を有する NGO 等との協働の機会を提

供することが挙げられる。 

 

（3）効率性 

日本側からの投入量及びタイミングはおおむね適切である。 

研修はおおむね効率的に行われた。わが国の援助リソースも効率的に活用され、モジュー

ル研修で、「地方行政能力向上プロジェクト（Project on Improvement of Local Administration in 

Cambodia：PILAC）」及び女性省派遣の JICA 個別長期専門家（ジェンダー主流化制度強化

アドバイザー）が講師を務めた。コンピュータ研修はおおむね高く評価されたが、一部例外

として遠隔地の郡に勤務する研修生へのインタビューでは、コンピュータの知識を業務に活

用する機会が十分得られないとの回答が得られた。 

機材にも同様の評価がされたが、地理情報システム（Geographic Information System：GIS）

や水質検査キットは今後ほかの研修と組み合わせることで、より活用されることが期待され

る。今後ターゲットグループを絞り込み、セクターを重点化するうえで、研修カリキュラム



vi 

や教材、方法論を再検討していくことが望まれる。 

 

（4）インパクト 

以下のとおり、正のインパクトがみられた。 

中央政府（保健省）高官が、本プロジェクトの活動を公共サービス一般に適用したいとの

高い関心を示した。また計画省は、両州で実施された州状況分析に係るモジュール研修に参

加した両州の計画局職員を、中央省庁が行う研修のファシリテーターとなるよう要請した。

さらにアジア開発銀行（Asian Development Bank：ADB）を含む他のドナーは、本プロジェ

クトのアプローチを活動の参考にしたいとの関心を示した。 

一方、負のインパクトはみられていない。 

 

（5）自立発展性 

政策面では、本プロジェクト完了後も自立発展性は確保される見込みであり、今後 10 年

間の D&D 推進に向けた国家プログラム案（National Program for Sub-National Development：

NSDD）では、地方レベルの開発計画策定及び能力向上は重点課題として位置づけられてい

る。 

しかしながら、州及び郡の人材育成のための組織面、財政面での自立発展性には課題があ

り、特に職員の高い離職率は懸念すべき課題である。 

 

３－３ 成果、自立発展性及びインパクトの促進要因・阻害要因 

効果発現を阻害した外部要因として、現在当該国は D&D 改革の渦中にあり、州及び郡行政官

の役割の規定が不明確かつ予測不能な状況にあることが挙げられる。自立発展性や正のインパク

トを確保するためには、柔軟な姿勢でプロジェクトの活動を調整し、実施していくことが求めら

れる。 

 

３－４ 結 論 

本プロジェクトは妥当性が高く、徐々に成果も現れつつある。日本側からの投入の量及びタイ

ミングはおおむね適切であった。いくつかの正のインパクトもみられている。 

しかし、現時点では、プロジェクト目標が達成し得るかどうか判断が難しい。今後対象地域や

ターゲットグループをより絞り込むことで、より高い妥当性が確保されると考えられる。また、

有効性についても、両州の特定の状況に応じ、絞り込んだアプローチを行うことで、より高い有

効性が確保されると期待される。さらにプロジェクト目標についても、本プロジェクトの経験を

制度化し、指標を再検討していくことで、達成見込みが高まるであろう。これらを通じ、州及び

郡の人材開発を行ううえでの組織面・財政面での自立発展性を確保する方策を見出すことを視野

に入れつつ、D&D 改革のプロセスに従い、より柔軟な対応をとることが望まれる。 
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３－５ 提 言 

（1）プロジェクトデザインに対する提言 

1） 両州のターゲットグループの変更 

ラタナキリ州及びモンドルキリ州のターゲットグループを以下のとおり変更する。 

ラタナキリ州では郡の開発に従事する地方行政官をターゲットグループに定めており、

特に主なターゲットグループを郡行政官としている。しかし、同州の全 9 郡に焦点を置く

ことは現実的でないため、2 郡のみパイロット郡として重点的に支援を行うことを提言す

る。 

モンドルキリ州では、州及び郡の対象が広すぎたために有効性が確保しにくい状況であ

った。そのため、州の優先度が高いセクターの開発に重点を置き、それに係る行政官の能

力向上を実施していくことを提案する。 

2） 活動の見直し 

上記 1）に対し、各州のターゲットグループを支援するための活動を見直すことを提案

する（PDM3 案参照）。 

3） プロジェクト目標とアウトプットの指標の見直し 

上記 1）及び 2）に対応し、指標を改定することを提案する（PDM3 案参照）。 

 

（2）その他 

1） 職員の離職率削減に向けた対策 

本プロジェクトの自立発展性を確保すべく、職員の高い離職率を削減するための方策を

検討する必要がある。さらに、MoI に対しても本プロジェクトで研修を受講した職員が重

要な役割を果たし、技術や知識を活用し、経験を伝播できるよう、より高いポジションを

提供できるよう期待する。 

2） プロジェクトの経験を組織化する試み 

両州の持続的な農村開発に資するべく、本プロジェクトの専門家はプロジェクトダイレ

クター及びマネジャーが、国家地方分権化・業務分散化管理委員会（National Committee for 

the Management of Decentralization and Deconcentration Reform：NCDD）下にある計画委員

会等の政府のチャンネルを通じ、カンボジア政府内でプロジェクトの経験を反映させてい

けるよう、プロジェクト専門家の支援を期待する。 

3） 瑕疵責任の確保 

6 カ月の瑕疵期間と契約金額の 5％に該当する留保金の導入等、カンボジアの慣例を適

用した契約方法を取り入れることで、インフラが建設作業終了後に損傷を受けても、イン

フラ施設が建設作業終了後に損傷を受けても、プロジェクト管理委員会は建設業者に対し

て契約上不利が生じることはないと考えられる。 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 中間レビュー調査団派遣の経緯と目的 

カンボジア王国（以下、「カンボジア」と記す）の地方開発は、1991 年の和平協定後、ドナー

主導によりカンボジア地域再建・再生プロジェクト（Cambodia Area Rehabilitation and Regeneration 

Project：CARERE）の枠組みで最末端の行政レベルであるコミューン（サンカット）に対する開

発支援プログラムとして開始され、その後、1996 年にセイラ・プログラムとして国家プログラム

に位置づけられたのち、徐々に同国全土で展開された。 

本プロジェクトの対象となるラタナキリ州及びモンドルキリ州は、国内天然林の約 4 割が存在

する、自然資源の豊富な地域であるが、国内先住民族の 9 割以上が居住し、また遠隔地という地

理的特性から必ずしも開発の優先順位が与えられてこなかった。 

これまでセイラ･プログラム等によりコミューンの機能が強化される一方で、州･郡は機能が明

確に規定されていないこともあり、既存の州開発計画はコミューンからのプロポーザル（事業提

案）の単なる積み上げにとどまり、州及び郡全体としての優先課題の設定やそれに基づく優先事

業の決定といった、戦略的なアプローチはみられない。言語障壁もあるほか、教育レベルも概し

て低く、地方行政機能の強化に必要な人材（数、能力）は不足している。 

近年、両州への投資、開発支援が増加しつつあり、貴重な資源や先住民の生活に重大な影響を

与えている。開発事業の優先づけ、投資家の開発事業への誘致等、地方行政官によるこれら支援

のマネジメントの改善・向上が必要となってきている。以上から、地域住民による持続的な地域

振興、地方行政官による戦略的な開発事業の企画、実施が求められているが、これらの中心とな

る MoI 並びに各州・郡政府は十分な人材及び体制を有しておらず、そのキャパシティディベロッ

プメントが求められている。 

本プロジェクトは、MoI 地方行政総局（General Department of Local Administration：GDLA）、ラ

タナキリ州及びモンドルキリ州 PRDC/ExCom をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし

て、対象州の地方政府が持続可能な農村開発を促進する能力の強化をめざし、2007 年 10 月から 3

年 6 カ月の予定で実施されている。 

現在、プロジェクト開始後約 2 年が経過したことから、カンボジア側、日本側双方の参加を得

て、今後のプロジェクト運営の更なる改善に向けた合意を形成することを目的に本中間レビュー

が実施された。 
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１－２ 評価者の構成 

評価者の構成は以下に示すとおりである。 

 

〈日本側〉 

担当分野 氏 名 所   属 

総 括 小林 雪治 JICA カンボジア事務所 次長 

調査企画 寺田 美紀 JICA カンボジア事務所 企画調査員（グッドガバナンス）

評価分析 松下 智子 株式会社 アンジェロセック 

小規模インフラ 増田 豊 株式会社 設計計画 

調査企画補正 Mr. Phok Phira JICA カンボジア事務所 ナショナルスタッフ 

 

〈カンボジア側〉 

氏 名 役    職 

H.E. Leng Vy 
Director General, General Department of Local Administration, Ministry of Interior 

(Project Director) 

Mr. Yin Malyna 
Director, Department of Local Administration, General Department of Local 

Administration, Ministry of Interior (Project Manager) 

Mr. Yat Sokhan PRDC/ExCom Ratanakiri Province (Counterpart Personnel) 

Mr. Sek Hay PRDC/ExCom Ratanakiri Province (Counterpart Personnel) 

Mr. Hiek Sophan PRDC/ExCom Mondolkiri Province (Counterpart Personnel) 

 

１－３ 現地調査日程 

2009 年 7 月 7～27 日にかけて、以下の日程のとおり現地調査を実施した。 

日 付 旅 程 調査活動概要 担当団員 
7/7 

（火） 
11:00 成田発 
21:30 プノンペン着 

移動（成田 TG641→タイ TG618→プノンペ

ン） 
･評価分析 
･小規模インフラ

9:00 中間評価方針、調査日程確認 
派遣専門家との協議 

･本邦調査団 7/8 
（水） 

プノンペン 

16:30 ラタナキリ州アンドメア郡長 Mr. 
Nong Darith との会合（5 項目評価に

基づきラタナキリ州事業成果を協

議） 

･評価分析 
･小規模インフラ

7/9 
（木） 

8:00 プノンペン発 
18:00 ラタナキリ州

着 

車両移動（プノンペン→ラタナキリ州） ･本邦調査団 
（団長除く） 

7/10 
（金） 

 
 
 
 

ラタナキリ州都 ※以下の C/P・受益者との会合（5 項目評価

に基づきラタナキリ州事業成果を協議） 
 

7:00 コンモン郡長 Mr. Chhoeun Chan Tim 
8:00 ラタナキリ州 ExCom 常任委員 Mr. 

Sek Hay 

･本邦調査団 
（団長除く） 
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日 付 旅 程 調査活動概要 担当団員 
 
 

9:30 ラタナキリ州 ExCom 契約・事務班

（Contract Administration Unit：CAU）

班長 Mr. Keing Vuthy 
14:00 ラタナキリ州 ExCom 技術支援班

（TSU）班長 Mr. Khem Ny 
15:30 ラ タ ナ キ リ 州 ExCom 財 務 班

（Financial Unit：FU）副班長 Ms. Mo 
Bunnath 

16:00 モジュール研修受益者（新人職員導

入研修等）（ラタナキリ州郡職員 1 名） 
7/11 

（土） 
6:30 ラタナキリ州

都発 
 

8:30 コンモン郡着 

車両移動（ラタナキリ州都→コンモン郡） 
 
 
※以下の C/P・受益者との会合（5 項目評価

に基づきラタナキリ州事業成果を協議） 
8:30 コンモン郡評議会議長、前副郡長 Mr. 

In Nop、現郡長 Mr. Chhoeun Chan 
Tim、郡評議員 

10:30 パイロット事業受益者（保健衛生研

修）（農民） 
11:30 パイロット事業受益者（橋建設）（農

民） 
14:00 モジュール研修受益者（新人職員導

入研修等）（コンモン郡経済局員） 
ほか、小規模インフラパイロット事業の現

状確認 

･本邦調査団 
（団長除く） 

7/12 
（日） 

6:30 ラタナキリ州

都発 
 
7:45 アンドメア郡

着 

車両移動（ラタナキリ州都→アンドメア郡） 
 
 
※以下の関係者・受益者との会合（5 項目

評価に基づきラタナキリ州事業成果を協

議） 
8:00 Mr. Romien Ponh アンドメア郡評議員

長・前郡長、Mr. Rochom Chiv アンド

メア郡副郡長、郡評議員、コミュー

ン評議員、コミューン事務員 
10:00 パイロット事業受益者（人身売買・

暴力対策研修、行政手続きに関する

研修） 
15:00 パイロット事業協力者・受益者

（CEDAC 職員、混合農業技術研修受

講者） 
ほか、小規模インフラパイロット事業の現

状確認 

･本邦調査団 
（団長除く） 
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日 付 旅 程 調査活動概要 担当団員 
7/13 

（月） 
ラタナキリ州都 ※以下の関係者・受益者との会合（5 項目

評価に基づきラタナキリ州事業成果を協

議） 
7:50 ラタナキリ州 ExCom シニアアドバイ

ザーMr. Lach Buntheut 
9:00 H.E. Pav Hamphan ラタナキリ州知事 

14:00 ラタナキリ州 PRDC 常任委員、計画

局長 Mr. Yat Sokhan 
15:30 ラタナキリ州女性局長 Ms. Chork 

Moeul 
ほか、小規模インフラパイロット事業の現

状確認 

･本邦調査団 
（団長除く） 

7/14
（火） 

9:00 ラタナキリ州

発 
18:00 モンドルキリ

州着 

車両移動（ラタナキリ州→モンドルキリ州） 
 

･評価分析 
･小規模インフラ

･調査支援 

7/15 
（水） 

モンドルキリ州都 
 

※以下の C/P・受益者との会合（5 項目評価

に基づきモンドルキリ州事業成果を協議） 
8:30 モンドルキリ州 ExCom 常任委員 Mr. 

Hiek Sophan 
9:30 モンドルキリ州 CAU 班長 Mr. Men 

Phallin 
10:30 モンドルキリ州 FU 班長 Mr. Chhang 

Bunsrun 
13:30 モンドルキリ州観光局長 Mr. Ngin 

Sovimean 
14:30 モンドルキリ州評議員 H.E. Om 

Khom 
16:00 モンドルキリ州地方行政班（Local 

Administration Unit：LAU）班長 Ms. 
Chum Nary 

他、小規模インフラパイロット事業の現状

確認 

･評価分析 
･小規模インフラ

･調査支援 

7/16 
（木） 

7:30 モンドルキリ

州都発 
13:30 コ ニ ャ ッ ク

郡着 
 

移動（モンドルキリ州都→コニャック郡） 
 
※以下の C/P・受益者との会合（5 項目評価

に基づきモンドルキリ州事業成果を協議） 
13:30 パイロット事業受益者（農業研修） 
14:30 コニャック郡長 Mr. Muel Soeun 
ほか、小規模インフラパイロット事業の現

状確認 

･本邦調査団 
（団長除く） 

7/17 
（金） 

 

モンドルキリ州都 
 
 

※以下の C/P・受益者との会合（5 項目評価

に基づきモンドルキリ州事業成果を協議） 
8:30 モンドルキリ州知事 H.E. Chan Yoeun 

本邦調査団員 
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日 付 旅 程 調査活動概要 担当団員 
15:00 パイロット事業受益者〔伝統的助産

婦（Traditional Birth Attendant：TBA）

研修〕 
16:00 研修・パイロット事業受益者（プロ

ポーザル作成、コンピュータ研修）

〔郡調製チーム（District Facilitation 
Team：DFT）〕 

13:00 評価結果中間取りまとめ・資料作成 
18:00 本邦調査団打合せ 
ほか、小規模インフラパイロット事業の現

状確認 
7/18

（土） 
8:00 モンドルキリ

州発 
18:00 プノンペン着 

移動（モンドルキリ州→プノンペン） 本邦調査団員 

7/19
（日） 

プノンペン 9:00～17:00 評価結果英文要訳表作成 
18:00 団内会議（評価結果英文要訳表検討） 

本邦調査団員 

7/20
（月） 

プノンペン 10:00 MoI/GDLA 地方行政局（Department of 
Local Administration： DOLA）局長

Mr. Yin Malyna（5 項目評価に基づき

プロジェクト全体の事業成果及び今

後の方向性を協議） 
13:00 本邦調査団協議 

･本邦調査団 
（団長除く） 

7/21
（火） 

プノンペン 9:00 本邦調査団協議 
14:00 MoI/GDLA 局長 H. E. Leng Vy（5 項目

評価に基づきプロジェクト全体の事

業成果及び今後の方向性を協議） 

･本邦調査団 
（団長除く） 

7/22
（水） 

プノンペン 9:00～22:00 本邦調査団協議 ･本邦調査団 
（団長除く） 

7/23
（木） 

プノンペン 9:00～22:00 中間レビュー英文報告書最終

ドラフト作成 
･本邦評価団 
（団長除く） 

7/24
（金） 

プノンペン 10:30 日本・カンボジア合同評価調査団協

議 
〔合同調整委員会（Joint Coordination 
Committee：JCC）会合〕 
中間レビュー評価ミニッツ署名 

14:00 JICA カンボジア事務所長報告 
15:00 在カンボジア日本大使館報告 

本邦調査団員 

7/25
（土） 

プノンペン 資料整理・取りまとめ ･評価分析 
･小規模インフラ

7/26
（日） 

プノンペン 
20:25 プノンペン発 

中間レビュー評価報告書（和文）案作成 
移動（プノンペン TG699→タイ TG642→成

田） 

･評価分析 
･小規模インフラ

7/27
（月） 

8:10 成田着 成田到着  
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１－４ 主要面談者 

主要な面談者は以下のとおりである。 

＜MoI＞ 

GDLA H.E. Leng Vy 局長 （Project Director） 

GDLA/DOLA Mr. Yin Malyna 局長（Project Manager） 

＜ラタナキリ州＞ 
H.E. Pav Hamphan ラタナキリ州知事 
Mr. Yat Sokhan, PRDC/ExCom（Counterpart Personnel） 

Mr. Sek Hay, PRDC/ExCom（Counterpart Personnel） 

Mr. Lach Buntheut ラタナキリ州 ExCom シニアアドバイザー 
Mr. Keing Vuthy, PRDC/ExCom ラタナキリ州 CAU 班長 

Mr. Khem Ny, PRDC/ExCom ラタナキリ州 TSU 班長 

Ms. Mo Bunnath, PRDC/ExCom ラタナキリ州 FU 班副班長 

Ms. Chork Moeul 女性局長 
モジュール研修受益者（新人職員導入研修等） 

（コンモン郡） 

Mr. Chhoeun Chan Tim コンモン郡長 
Mr. In Nop コンモン郡評議会議長、前郡長 
コンモン郡評議員 
パイロット事業受益者（保健衛生研修、橋建設） 

モジュール研修受益者（新人職員導入研修等） 
（アンドメア郡） 

Mr. Romien Ponh アンドメア郡評議員長、前郡長 

Mr. Nong Darith アンドメア郡長、前 FU 副班長 

Mr. Rochom Chiv アンドメア郡副郡長 

アンドメア郡評議員、コミューン評議員、コミューン事務員 

パイロット事業受益者（人身売買・暴力対策研修、行政手続きに関する研修、混合農業技術研

修受講者） 

NGO（CEDAC）職員 

＜モンドルキリ州＞ 
H.E. Om Khom モンドルキリ州元計画局長（現州評議員） 

H.E. Chan Yoeun モンドルキリ州知事 

Mr. Hiek Sophan PRDC/ExCom（Counterpart Personnel） 

Mr. Men Phallin PRDC/ExCom モンドルキリ州 CAU 班長 

Mr. Chhang Bunsrun, PRDC/ExCom モンドルキリ州 FU 班長 

Ms. Chum Nary, PRDC/ExCom モンドルキリ州 LAU 班長 

Mr. Ngin Sovimean モンドルキリ州観光局長  
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（コニャック郡） 

Mr. Muel Soeun コニャック郡長 

パイロット事業（TBA 研修・農業研修）受益者 

モジュール研修（プロポーザル作成・コンピュータ研修）受益者 

（小規模インフラ事業関係者） 

ピッチェラ郡、カオシマ郡、オウリヤン郡、センモノロム郡職員 
 

１－５ 評価方法・評価項目 

１－５－１ 評価方法 

（1）活動の進捗状況 

本プロジェクトの当初計画の実施時期との差異、実施プロセスを俯瞰する。基本的には

PDM に記載された指標を用いて各成果の達成度を評価する。プロジェクト専門家の作成に

よる投入・活動実績表や各種報告書の分析と、カンボジア側 C/P や対象地域住民（パイロ

ット事業受益者）に対する質問票及び聞き取りを通じて評価を行う。なお、本プロジェク

トは 2008 年 8 月 29 日に開催された JCC で PDM の改定が行われている。今般の中間レビ

ューでは、同改訂版 PDM（2008 年 8 月付 PDM2）に基づき評価を行うこととする。 

 

（2）プロジェクト目標達成状況、成果達成状況 

通常、プロジェクト目標の達成度は PDM に記載されたプロジェクト目標及びその指標

を用いて評価するものであるが、本プロジェクト計画時点では、対象地域に関し得られる

情報が不足していたことなどから、終了時点までに達成し得るプロジェクト目標が予測で

きない状況にあった。そのため、本中間レビューではプロジェクト専門家及び C/P と協議

を行ったうえで、プロジェクト目標「対象州において、持続的地域開発のための地方行政

能力が強化される」が指す内容を再定義し、「ターゲットグループ（ラタナキリ州では主

に郡行政官、モンドルキリ州では主に州行政官）が、プロジェクトの計画、実施、モニタ

リング・評価を自主的に「実施」していくことができるレベルにまで地方行政能力が強化

される」と定めたうえで、その達成目標と現状との相違を比較することで評価する。 

成果の達成状況についても、同様の理由により具体的な指標が記載されておらず、活動

の言い換えが含まれるなど不明確なものもあるが、基本的に 2008 年 8 月付 PDM2 に記載

された指標を用いて各成果の達成度を評価する。 

 

１－５－２ 評価項目 

本プロジェクトの中間レビューにおいては、プロジェクト活動の進捗及びアウトプット達成

度の評価、プロジェクト目標達成見込みに関する確認を行い、続いて別表「評価グリッド」の

とおり評価グリッドに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展

性）の観点から評価を行う。主な各項目の評価内容は以下のとおり。 

 

（1）妥当性 

妥当性では、わが国援助政策との整合性、本事業がカンボジアの上位計画及び地域開発

戦略に対し貢献があるか、その他ドナーの援助との関連性等を評価する。 
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＜主な評価設問＞ 

 カンボジア四辺形戦略（Rectangular Strategy）、第 2 次四辺形戦略との整合性はあるか、

NSDP との整合性はあるか 

 対象地域の開発課題、州・郡等地方行政に係る地方行政官の能力強化が必要となる課

題に対し、必要なアプローチ・支援内容が総合的に検討されてきているか 

 他ドナー案件との調整をどのように図ってきているか 

 

（2）有効性 

有効性では、プロジェクト目標達成や成果の見込み等を評価する。 

＜主な評価設問＞ 

 プロジェクト目標を達成するための十分なアウトプットとして、地方行政官の調査・

研究、計画立案、実施、モニタリング、評価能力が向上してきているか 

 これまで実施された研修により、受講者のキャパシティはどの程度向上しているか、

プロジェクト目標への達成度は高いか 

 

（3）効率性 

効率性では、日本側投入の規模・質は適切か、成果の達成状況は投入に見合っているか

等を評価する。 

＜主な評価設問＞ 

 専門家の配置、研修の規模、質は適切か 

 供与機材の数量、機材等は適切か 

 

（4）インパクト 

インパクトでは、カンボジアの中央政府レベル（他省庁）の政策・サービス等に影響は

あるか、本プロジェクトと JICA の他の支援が相乗効果を挙げているか等を評価する。 

＜主な評価設問＞ 

 カンボジアの政策あるいは行政サービスへ何らかの影響を与えているか 

 本プロジェクトと JICA の他の支援が相乗効果を挙げているか 

 

（5）自立発展性 

自立発展性では、プロジェクト終了後もプロジェクトで行われた研修等の技術移転の成

果の継続性が見込めるか、人員面・財源等の組織的な自立発展性が見込めるか等を評価す

る。 

＜主な評価設問＞ 

 C/P が得た技術を継続させるため、フォローアップ等の取り組みを行っているか 

 知識・技術の定着はみられているか 

 今後地方分権化、地方人材育成に係る政策・方針に変更はないか 

 C/P の定着率はどうか、異動、退職はないか。 
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表１－１　評価グリッド
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第２章 プロジェクトの実績と現状 
 

２－１ 投入実績 

投入実績の詳細は付属資料 3（3-1）に示すとおりである。投入はおおむね計画どおりにされて

いる。 

 

２－２ 活動実績 

活動実績の詳細は付属資料 3（3-2）に示すとおりである。徐々に能力向上のための広範な分野

の研修が行われつつある。 

 

２－２－１ 研修等活動実績 

本プロジェクトでは、ターゲットグループとなる地方行政官（ラタナキリ州では主に郡行政

官、モンドルキリ州では主に州行政官）が、プロジェクトの計画、実施、モニタリング・評価

といった一連のプロジェクトサイクルを自主的に運営していくことができるレベルにまで地方

行政能力を強化することをめざし、行政官が段階的に学習できるよう W/S、モジュール研修、

OJT のためのパイロット事業を研修プログラムに採り入れ、実施している。 

 

（1）W/S は、現状分析、開発目標の設定、開発戦略の策定、優先開発事業の選定のための理

解を深めることを目的とし、グループディスカッションを中心とした研修プログラムであ

る。 

（2）モジュール研修は、開発事業実施に必要とされる基本的知識・スキルを学ぶために実施

される、講義を中心とした研修プログラムである。新人職員導入研修、モニタリング・評

価、郡プロファイル策定等、受講者の幅広いニーズに対応させた内容の研修が行われた。 

（3）パイロットプロジェクトは、地方行政官の OJT の機会を提供することを目的とする実務

研修である。小規模の橋・道路・排水施設等のインフラ整備事業と農業・保健衛生・観光

等のノン・インフラ開発事業から構成され、多岐にわたるテーマで事業が行われた。 

 

なお、過去の研修一覧は付属資料 3（3-3）に示すとおり、うちノン・インフラ開発事業の成

果に関するヒアリング結果は付属資料 5 のとおりである。 

 

２－２－２ 小規模インフラに係る活動実績 

（1）ワークショップ（W/S） 

本プロジェクトでは、郡の管理対象分野となる小規模インフラ施設について、地方行政

官主導による小規模インフラ事業の立案・実施・モニタリング・評価という一連の事業サ

イクルの行政能力の獲得を目標として、以下のように W/S、モジュール研修及び OJT とし

てのパイロットプロジェクトが実施されている。 



－14－ 

表２－１ 小規模インフラ関連 W/S 

W/S 名 目 的 開催時期 講 師 参加者 

ラタナキリ州 

郡開発計画策定 開 発 計 画 立

案の理解 

8/9 参加型開

発専門家 

パイロット郡（コンモン、アンドメ

ア 2 郡）の郡開発委員会（District 

Development Committee：DDC）60 名

郡個別案件形成 案 件 の 具 体

化、まとめ方 

8/10 参加型開

発専門家 

パイロット郡の DDC、事業運営委員

会 50 名 

郡事業実施 事 業 実 施 手

法の理解 

8/12 参加型開

発専門家 

パイロット郡の DDC、事業運営委員

会 63 名 

群事業評価 事業評価、同

方法の理解 

9/4 参加型開

発専門家 

パイロット郡の DDC、事業運営委員

会 84 名 

モンドルキリ州 

小規模インフラに関連する W/S はなし 

 

（2）モジュール研修 

小規模インフラ事業実施に必要とされる基本的知識・スキルを学ぶためのモジュール研

修は、ラタナキリ、モンドルキリ両州で行われた。実施された研修内容は以下のとおりで

ある。 

 

表２－２ 小規模インフラ関連モジュール研修 

研修名 研修目的 研修期間 講 師 研修受講者 

ラタナキリ州 

水質検査 水質検査方法の

理解 

8/3、 

1 日間 

農村インフラ計

画専門家 

TSU 職員 9 名 

GIS GIS 手法の理解 8/3、 

3 日間 

GIS 専門家 土地管理局職員 9 名 

測 量 水準測量技術の

取得 

8/11、 

2 日間 

農村インフラ計

画専門家 

TSU 職員、公共事業局職員計 11

名 

モニタリン

グ評価手法 

モニタリング評

価手法の理解 

9/1、 

2 日間 

モニタリング手

法専門家、CAU

セクター局モニタリング担当

官、郡行政官、ExCom 職員計 31

名 

AutoCAD CAD 製図手法

の取得 

9/2～3、 

3 日間 

ローカルコンサ

ルタント 

TSU 職員 9 名 

施工監理 施 工 監 理 の 概

要・方法の理解 

9/2～4、 

3 日間 

ローカルコンサ

ルタント 

TSU 職員、郡行政官計 12 名 

施工監理 施 工 監 理 の 概

要・方法の理解 

9/2～4、 

3 日間 

ローカルコンサ

ルタント 

郡行政官、コミューン評議員計

52 名 
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モンドルキリ州 

水質検査 水質検査方法の

理解 

8/3、 

1 日間 

農村インフラ計

画専門家 

TSU 職員 7 名 

GIS GIS 手法の理解 8/3、 

3 日間 

GIS 専門家 土地管理局職員 9 名 

モニタリン

グ評価手法 

モニタリング評

価手法の理解 

9/2、 

2 日間 

モニタリング手

法専門家・プロ

ジェクトスタッ

フ、CAU 

セクター局モニタリング担当

官、コニャック郡行政官、ExCom

職員計 15 名 

プロポーザ

ル作成 

プロポーザル作

成手法の取得 

9/2、 

2 日間 

DDC、セクター

担当者 

MoI、計画局、プロジェクトスタ

ッフ計 37 名 

インフラ設

計 

インフラ設計方

法・技術の取得 

8/12～9/3、

3 日間 

ローカルコンサ

ルタント 

TSU 職員 7 名 

 

（3）パイロットプロジェクト 

小規模インフラ事業に関しては、ラタナキリ州ではコンモン、アンドメアの 2 郡が対象

エリアとなっており、橋建設・排水溝敷設・図書室/集会室建設工事が実施された。一方モ

ンドルキリ州では、コニャック、カオシマ、オウリヤン、ピッチェラ、センモノロムの 5

郡で、道路改良・橋建設・保健所宿舎建設・排水溝敷設工事、その他が実施された。 

表 2-3 に、パイロットプロジェクト内の施設建設に関連する事業概要を示す。 

 

表２－３ 施設建設事業関連パイロットプロジェクト 

事業実施所在地 事業内容 事業目的 事業期間 備 考 
ラタナキリ州 

①橋建設工事 群内未舗装幹線道路内の老

朽既存木橋横に新橋建設に

よる利用者の安全確保 

9/2～3 当初計画より規

模拡大 
1．コンモン郡 

②排水溝敷設工

事 
郡内未舗装幹線道路に、カ

ルバート敷設による冠水・

泥濘化軽減 

9/3～4 当初計画よりカ

ルバート敷設数

削減 
①図書室・集会

室建設工事 
郡事務所付属の一般住民も

利用可能な公共施設整備 
9/3～4 当初計画の橋改

修工事の代替事

業 

2．アンドメア郡 

②排水溝敷設工

事 
郡中心部の未舗装幹線道路

に、カルバート敷設による

冠水・泥濘化軽減 

9/3 当初計画よりカ

ルバート敷設数

追加 
モンドルキリ州 
1．コニャック郡 ①道路改良工事 郡内未舗装幹線道路に、簡

易舗装整備による冠水・泥

濘化軽減 

9/2～3 当初計画より工

事範囲縮小 
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2.カオシマ郡 ①道路改良工事 郡内未舗装幹線道路に、簡

易舗装整備による冠水・泥

濘化軽減 

9/3～4 当初計画より工

事範囲縮小 

3.オウリヤン郡 ①橋改修工事 群内未舗装幹線道路内の老

朽既存木橋の改修による利

用者の安全確保 

9/2～4 当初計画より工

事範囲縮小 

4.ピッチェラ郡 ①保健所宿舎建

設工事 
郡内全 5 コミューンにサー

ビスする保健施設における

診療時間外対応の支援 

9/2～4 当初計画どおり 

5.センモノロム

郡 
①排水溝敷設工

事 
州・郡都内の未舗装幹線道

路に、カルバート敷設によ

る冠水・泥濘化軽減 

9/2～4 当初計画よりカ

ルバート敷設数

削減 
①学校宿舎補修 コミュニティによる補修工

事支援 
9/3～4 5,000 米ドルの財

政支援 
その他 
センモノロム郡 

②コミュニティ

センター支援 
NGO と少数民族の住民参

加によるコミュニティセン

ター建設支援 

9/2～4 5,500 米ドルの財

政支援のみ、技術

支援なし 
 

1） 小規模インフラ事業のパイロットプロジェクト実施プロセス 

小規模インフラ事業のパイロットプロジェクトは、郡主導プログラム（District Initiative 

Program：DIP）のガイドラインに従って、次の活動項目順に進められた。 

① 案件形成 

PRDC/ExCom と TSU が中心となり、現地のニーズに適合した事業案を作成した。入

札図書作成は、TSU のアドバイザーが中心となり入札図面・積算書等をまとめている。

なお、TSU には簡易な排水溝・橋建設案件に対して、設置場所の幅、長さ、高さ等の数

値を入力すると自動的に図面、算定結果が出力される図面作成・建設資材量算定のため

のプログラムソフトが既に整備されており、本パイロットプロジェクトにおいても同ソ

フトを活用している。 

② 入札・委託先の選定 

建設サイトに応じて、現地施工業者を対象に競争入札による選定を実施した。上記ガ

イドラインによれば入札規定応札者は 3 者以上となっているが、ラタナキリ、モンドル

キリ両州の実状に合わせ例外措置が取られている。以下にその内容を示す。 

（ア）ラタナキリ州の施工業者・入札事情 

ラタナキリ州の TSU は、土木工事・一般工事・特殊技術工事の 3 分野に区分され

た登録施工業者 12 社のショートリストを保有している。そのうちの 1 社は 2 分野に

登録されており、当地では大手業者とみなされ、本パイロットプロジェクトでは排

水溝敷設工事を受注している。 

各工事入札には規定どおりに 3 者が応札しているが、排水工事案件入札では 1 者

が非認定業者であったため、州より急遽認定書発行措置を受け入札に参加している。

ただし、この業者は応札価格が最大値であったため受注はしていない。 
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（イ）モンドルキリ州の施工業者・入札事情 

モンドルキリ州にはショートリストのみならず、組織化した施工業者が存在しな

い。土工・大工等の個別の職人が入札に参加し、落札すると必要な職人を集めグル

ープをつくり、そのグループ名で州に登録する。受注案件が終了するとそのグルー

プ及び登録番号は解消される。 

本パイロットプロジェクトでは、各工事入札に 1 者ずつ応札し、また各者は複数

の事業案件に応札はしていない。入札規定の 3 者に満たなかったが、州知事の許可

を得て正式な入札として実施された。 

③ 契 約 

各パイロットプロジェクトの落札価格は、TSU の入札予定価格を 1 割前後下回ってお

り、1 回の開札で施工業者の選定・契約が行われた。 

④ 実 施 

各小規模インフラパイロットプロジェクトは、事業準備段階で DIP ガイドラインの理

解、入札等に時間を要し予定の実施着手時期に遅れが生じたが、本プロジェクトフェー

ズ期間中に全事業が終了している。 

モニタリングに関しては、プロジェクト管理委員会（Project Management Committee：

PMC）及び担当技術支援班職員（Technical Support Officer：TSO）による施工監理が実施

され、契約図書に基づいた施設・構造物が建設された。プロジェクト側から、改良され

たモニタリングシートの配布があった。なお、TSO 作成の施工監理（モニタリング）報

告書の記載は、出来高報告にとどまり施工業者への指示・留意点等に関する事項がほと

んどなかった。 

施工監理及び品質管理等のための技術マニュアルは整備されておらず、契約図書にあ

る仕様書・図面に基づいた監理が取られていた。例えば、品質管理に関するコンクリー

ト強度試験についても、契約書に明記されていないため実施されておらず、コンクリー

ト配合検査で代用していた。 

⑤ 支払い 

パイロットプロジェクトの各担当 TSO 作成の工事出来高報告書を基に、PRDC/ExCom

から各施工業者に工事費の支払いが行われ、竣工時には契約金全額の支払いが終了して

いる。 

なお、ラタナキリ州の TSU によると、通常 6 カ月の瑕疵期間を経過するまでは契約金

額の 5％を留保金として発注者側が預かるが、本パイロットプロジェクトでは留保金の

設定はしなかったとのことであった。 

⑥ 報告書作成 

DIP ガイドラインにある報告書のフォーマットに沿って、報告書は作成されている。 

2） サイト調査結果概要 

今回の中間レビュー調査では、「表 2-3 施設建設事業関連パイロットプロジェクト」

の施設建設事業関連パイロットプロジェクトのうち、モンドルキリ州その他に記載され

ている学校宿舎補修及びコミュニティセンター支援事業を除く全サイトを踏査し、技術

的見地より完成構造物、建物の現状を調査した。調査には担当 TSO、PMC メンバー、郡

行政官及びプロジェクトの農村インフラ計画専門家が同行した。なお、調査時は現地の
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雨期にあたり、降雨等による影響も確認できた。以下に、各工事種類別に調査結果概要

を記す。 

① 橋建設工事 

建設された橋本体には特に問題はない。持続的な利用の観点からは、想定外の外力に

よる破損・倒壊の危険性を避けるため、橋に接続する道路面の平滑化及び橋床版と段差

の解消、橋脚周辺の河川漂流物（樹木・泥・ゴミ等）の除去等の維持管理が必要と判断

される。 

② 排水溝敷設工事 

敷設されたほとんどのカルバート本体には特に問題はない。ただし 1 カ所の施工サイ

トで、重量トラックの衝突及び通行が原因とみられるコンクリート擁壁端部の欠損、カ

ルバート上部の露出が確認され、その補修の必要性がある。また、カルバート本体以外

の周辺部分、特にカルバート上部の床版及び連続する道路面については、雨期の車両通

行によって生じた凹凸面の補修、及びカルバート内に堆積した土砂・ゴミの除去等の維

持管理が必要と判断される。 

③ 道路改良工事 

ラテライト舗装により改良された道路本体は、総じて良好な状態であり特に問題はな

い。ただし、池・水路等が周囲に存在する 1 カ所のサイトは、溢れ出た水が道路を横断

している状態で、一部の路肩面が削り取られていた。道路の両側に排水路・溝あるいは

カルバートの設置、路盤の嵩上げ等の改善措置が必要と思われた。 

④ 公共施設建設工事 

建設された公共施設は、上記の土木構築物同様、現地仕様に基づき施工されており、

一部に窓の開閉に不具合がある施設も確認したが、総じて特段の問題はない。 

ただし、小規模施設建設ではあるが、少なくともコンクリート基礎工事と木工事が含

まれ、根切りからコンクリート強度確認まで、あるいは木材の乾燥に要する時間を考え

ると、もう少し余裕のある工期設定が必要であったと判断される。 

⑤ その他 

実施されたパイロットプロジェクトは学校宿舎補修、コミュニティセンター支援の 2

例であり、プロジェクト側よりの財政支援のみで研修・技術支援等は行われていない。

前者の事例では、補修工事費用全額の 5,000 米ドルを提供し、後者ではコミュニティセ

ンター建設費総額の 6,264 米ドルのなかの 5,500 米ドルの財政支援をしている。これら

の財政支援事業について、本プロジェクト目標との関連性やパイロットプロジェクトと

しての妥当性が十分説明されていないと判断されることから、活用状況とプロジェクト

目標との関係性を引き続き丁寧にモニタリングする必要がある。 

 

小規模インフラパイロット事業プロジェクトの詳細レビュー結果は付属資料 4 のとお

り。 

 

２－３ 成果達成状況及び技術移転状況 

プロジェクト全体の成果達成状況及び技術移転状況は、以下の表に示すとおりである。 
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指 標 達成状況 情報源 
成果 1．州行政官の分析・調査能力が向上する。 

モンドルキリ州、ラタナキ

リ州において 
1-1．データ分析及び調査結

果に基づく状況調査報

告書（州ごと）が完成

する。 
1.2．問題分析に関するモジ

ュール研修が 1 コース

以上行われ、受講者の

研修後の能力が向上し

ている。 

1-1．当初計画では、州開発計画策定のた

めの情報収集を行う予定であった

が、ラタナキリ州は郡、モンドルキ

リ州はコミューンに関連する情報

収集を行い、状況調査報告書を作成

した。 
1-2．2 州計 1 コースのモジュール研修と、

各州での W/S を行った。 
（1）ラタナキリ州では、郡の開発

事業に関する参加型組織分析 W/S
と、郡プロファイル（計画策定のた

めの問題分析）のモジュール研修を

実施。郡プロファイル研修の理解度

テストの結果が+16％向上した。 
（2）モンドルキリ州では、問題分

析に関するモジュール研修は行わ

ず、研修項目に関する W/S を実施。

第 1 次、第 2 次業務完

了 報 告 書 、 Progress 
Report、研修報告書、

第 1 回技術協力プロ

ジェクト実施運営総

括表、ヒアリング 

成果 2．州行政官の地域開発計画策定能力が向上する。 
2-1．ラタナキリ州のパイロ

ット郡で地域開発計画

策定への取り組みがな

されている。 
 
 
 
 
 
 
 
2-2．パイロット事業をはじ

め各種事業の策定と準

備のための具体的な活

動を実施できるように

なる。 
 
 
 
 
 
 
 

2-1．（1）ラタナキリ州パイロット 2 郡で

郡開発計画策定 W/S を実施。現状分

析、開発目標の設定、優先開発事業

選定を行った。 
（2）モンドルキリ州ではラタナキ

リ州と比較して、全般的に経験・能

力が低いため、開発計画策定は高度

であると判断し、パイロット事業選

定プロセスにおいて、ニーズ抽出に

基づいた優先事業の選定をプロジ

ェクトが支援した。 
2-2．プロジェクトの支援により、パイロ

ット事業が選定された。 
（1）ラタナキリ州では W/S で選定

された優先事業に基づき、フィ

ージビリティ調査及び予算積

算を郡が実施。 
（2）モンドルキリ州はパイロット

事業の対象をコミューン対象

から郡に変更し、州優先セクタ

ーについてセクター局と NGO
の共同でパイロットを実施す

るに至った。 

第 1 次、第 2 次業務完

了 報 告 書 、 Progress 
Report、研修報告書、

第 1 回技術協力プロ

ジェクト実施運営総

括表、ヒアリング 
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指 標 達成状況 情報源 
2-3．地域開発計画に関する

モジュール研修が 2 コ

ース以上開催され、受

講者の研修後の能力が

向上している。 
 
 
2-4．地域開発計画の策定プ

ロセス改善に関する報

告書が作成される。 

2-3．2 州計 1 コースのモジュール研修と、

ラタナキリ州での郡開発計画策定

W/S が実施された。ラタナキリ州で

実施した州状況分析に関するモジ

ュール研修の理解度テストの結果

が+22％向上した。 
モンドルキリ州では実績なし。 

2-4．第 4 年次事業において開発計画策定

W/S を実施予定で、それにより策定

プロセス改善に係る報告書を策定

予定。 
成果 3．州行政官の地域開発事業実施・管理能力が向上する。 
3-1．現在取り組みが遅れて

い る 分 野 （ 測 量 、

AutoCAD など）での

TSU の技術力が向上す

る。 
3-2．郡やコミューンが実施

するパイロット事業を

はじめ各種事業の契約

管理と業務管理が改善

する。 
3-3．地域開発事業の実施に

関するモジュール研修

が 6 コース以上行わ

れ、受講者の研修後の

能力が向上している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

3-1．TSU に対する研修を実施。理解度テ

ストの結果が向上した（ラタナキリ

州測量+17.5％、AutoCAD+58％、施

工管理+46.17％。モンドルキリ州：

インフラ設計+47.2％）。 
3-2．両州でパイロット事業を含む各種事

業の契約手続き、管理、業務実施を

実施した。 
 
 
3-3．3.1 の研修を含め、2 州で 24 コース1

のモジュール研修を実施した。加え

て、ラタナキリ州では郡個別案件形

成、郡事業実施 W/S をそれぞれ実施

した。主なものは以下のとおり（括

弧内は理解度テストの成績の変

化）。 
（1）ラタナキリ州：環境影響評価

（ 含 む モ ン ド ル キ リ 州 関 係 者 ）

（+23.4％）、家庭内暴力防止法・ジ

ェンダー主流化（含むモンドルキリ

州 関 係 者 ）（ +28 ％ ）、 灌 漑 計 画

（ +49.8 ％ ）、 プ ロ ポ ー ザ ル 作 成

（18.1％）、会計（12.5％）、コンピ

ュータ研修（満足度が向上） 
（2）モンドルキリ州：プロポーザ

ル作成（28.5％）、コンピュータ研修

（参加者中 87％が最終試験合格）、

第 1 次、第 2 次業務完

了 報 告 書 、 Progress 
Report、研修報告書、

第 1 回技術協力プロ

ジェクト実施運営総

括表、ヒアリング 

                                                        
1 モジュール研修のなかにはより広義の行政全体に関する研修が含まれていた（例：新人職員導入研修等）。また、中間レビ

ュー時点では理解度テストの成績の変化による受講者の能力向上状況が不明なものもあった。  
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指 標 達成状況 情報源 
 
 
3-4．事業実施プロセス改善

に関する報告書が作成

される。 

インフラ設計（+47.2％）、灌漑計画

（+49.8％） 
3-4．今後の活動で、パイロット事業のフ

ィードバック州作成を実施予定。 

成果 4．州行政官のモニタリング、評価能力が向上する。 
4-1．パイロット事業をはじ

め各種事業のモニタリ

ング・評価計画が作成

される。 
 
 
 
 
 
4-2．上記計画に沿ってモニ

タリング・評価が実施

される。 
4-3．地域開発事業のモニタ

リング・評価に関する

モジュール研修が 1 コ

ース以上行われ、受講

者の研修後の能力が向

上している。 
 
 
 
 
 
 
 
4-4．モニタリング・評価の

手法及び体制改善に関

する報告書が作成され

る。 

4-1．ラタナキリ州ではパイロット事業選

定のうえ、郡がプロジェクト側と共

同でモニタリングを行った。また、

郡モニタリング評価 W/S を行った。

モンドルキリ州ではインフラ事業

に関して TSO の管理、郡行政官や地

域に住む事業関係者のフィードバ

ックを行う体制整備の支援を行っ

た。 
4-2．プロジェクト側の支援で、定期的に

モニタリング・評価が実施されてい

る。 
4-3．（1）両州においてモニタリング・評

価のモジュール研修を実施。モジュ

ール研修の成績の変化：ラタナキリ

州+14.61％、モンドルキリ州+9.6％。

（2）実務面で両州ともにインフラ

事業のモニタリングシートの配

布・活用がみられたが、出来高報告

にとどまり、施工業者への指示や留

意事項等、詳細について触れられて

いない。 
（3）2 州の行政官の問題意識にばら

つきがあり、モンドルキリ州では大

きな変化がみられない。 
4-4．今後の活動で、モニタリング評価に

関するマニュアル作成を実施予定。

第 1 次、第 2 次業務完

了 報 告 書 、 Progress 
Report、研修報告書、

第 1 回技術協力プロ

ジェクト実施運営総

括表、ヒアリング 

 

２－４ プロジェクト目標達成見込み 

プロジェクト目標が意図する「ターゲットグループ（ラタナキリ州では主に郡行政官、モンド

ルキリ州では主に州行政官）が、プロジェクトの計画、実施、モニタリング・評価を自主的に「実

施」していくことができるレベルにまで地方行政能力が強化される」を達成するまで、現段階に

おいて 2 州で成果に若干のばらつきがみられる。しかしながら目標達成に向けて緩やかな進展は
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うかがえる。 

両州では、さまざまなスキル及び課題に係る研修が行われ、そのなかで地方行政官は「計画、

実施、モニタリング・評価」といったプロジェクトサイクルの基本を経験している。例えば、モ

ニタリングに関しては、プロジェクト側から改良されたモニタリングシートの配布により、実用

的なモニタリングがみられた。ただし、広範な対象者に対し多岐にわたる研修（W/S、モジュー

ル研修、パイロット事業）を行っており、活動の効果が現時点では明確でないものも一部散見さ

れる。プロジェクト目標達成に向け、今後更に活動の優先分野や優先地域を重点化していく必要

がある。 

 

２－５ プロジェクト実施プロセス 

本プロジェクトでは、以下のプロセスを通して各活動を実施していることを確認した。 

1．基礎情報の確認 

2．対象郡の選定（ラタナキリ州） 

3．インプリメンテーションプランの作成 

4．能力強化のベースラインデータの整備 

5．郡開発計画策定（ラタナキリ州）の支援 

6．W/S・モジュール研修・パイロットプロジェクトの選定・実施 

7．モニタリング・評価の実施 

 

首都から離れた遠隔地 2 カ所をプロジェクトサイトとするため、各遠隔地の活動実施プロセス

に応じた専門性をもつ専門家がそれぞれに派遣されるとともに、首都プノンペンに中央政府との

調整及び遠隔地での日本人専門家空白期間のフォローアップのための長期専門家が派遣されてい

る。 

プロジェクト目標と成果の管理にあたっては、JCC を活用している。JCC ではプロジェクト関

係者が一同に会し実績を確認、プロジェクト目標達成に向けた課題を協議のうえ、必要に応じて

プロジェクトの PDM の見直しが行われている。 

このようにプロジェクトの円滑な進捗を図るための実施体制が敷かれているが、モンドルキリ

州、ラタナキリ州ともにカンボジアの公用語であるクメール語もなかなか通じにくい僻地である

とともに、（急速に改善がみられるものの）特に雨期の交通に難が生じやすく、公務員の待遇も良

くないことから、想定外にプロジェクト関係者の離職が多い。モニタリングを強化するため現地

プロジェクトスタッフの雇用を試みるも、現地プロジェクトスタッフの定着率も低いという課題

が生じている。 
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第３章 5 項目評価結果 
 

３－１ 妥当性 

本プロジェクト実施及び継続の妥当性は高い。 

カンボジア政府の政策性との整合性として、2006～2010 年の NSDP においても、グッドガバナ

ンスを重要課題に位置づけ、行政サービス改善を行ううえで組織及び人材の能力強化が急務の課

題とされている。また 2004 年 7 月の「四辺形戦略」（Rectangular Strategy）では公共サービスが市

民のニーズに十分対応しきれていないことを受け、公共サービスの質及び効率性の改善を重要課

題として挙げている。さらに 2008 年 9 月に発表された第 2 次四辺形戦略では、カンボジア政府が

今後とも D&D を推進し、中央から地方への権限移譲に伴う法及び規制の整備を推進していくこ

とを謳っている。 

日本政府の政策との整合性をみても、2002 年の対カンボジア援助政策では「公共政策推進」と

「人材不足解消」の取り組みのため、人材開発は重要課題の 1 つに位置づけられている。本プロ

ジェクトは、開発事業を実施するためのプロジェクト管理能力向上を目的としており、JICA の使

命 2「公正な成長と貧困削減」及び使命 3「ガバナンスの改善」に合致している。 

域内協力に関連して、対象となる 2 州は、ASEAN 域内格差の是正を目的として 2004 年の日本・

CLV 首脳会議で協力が合意された「開発の三角地帯」に含まれる地域である。 

また本調査団がヒアリングを行った限りでは、対象 2 州の行政に対する支援は NGO を除いて

積極的には行われておらず、またこれら NGO についても 2 州内に事務所を構えるといった積極

的な支援の展開はしていない。また、技術移転にあたって他の開発パートナーの支援の知見を適

宜参考にしつつ活動が行われている。よって他ドナー支援との重複は特段みられない。 

 

３－２ 有効性 

本プロジェクトは、「ターゲットグループ（ラタナキリ州では主に郡行政官、モンドルキリ州で

は主に州行政官）が、プロジェクトの計画、実施、モニタリング・評価を自主的に「実施」して

いくことができるレベルにまで地方行政能力が強化される」ための支援であり、2 州で若干のば

らつきがみられるものの、目標達成に向けて徐々に進展しており、おおむね有効性を確保してい

るということができる。 

プロジェクトが対象とする両州では、さまざまなスキル及び課題に係る研修が行われ、そのな

かで地方行政官は実務を通じ、「計画、実施、モニタリング・評価」といったプロジェクトサイク

ルの基本を経験している。 

ただ、モニタリングに関しては例えば小規模インフラ整備のモニタリングは工事の進捗状況の

把握にとどまっていることが示すように、いまだ課題が残る。今後 OJT 等を通じた研修機会を提

供していく必要がある。 

なお、有効性に影響を与えたと思われる要因として、モンドルキリ州では PRDC/ExCom が設置

されたのが 2003 年と、ラタナキリ州の 1996 年に比して 7 年と遅く、プロジェクト開始当初の計

画策定やプロジェクト管理に関する能力・経験不足が挙げられる。これに対し、本プロジェクト

が選択した NGO との協働というアプローチは、専門性が高く経験豊富な組織との提携を通じ、

行政官の専門性や管理能力を効果的に向上させていく可能性を高める効果的なものと推測される。 
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３－３ 効率性 

本プロジェクトは、日本人専門家の投入を最小限に抑えつつ、わが国の他の援助リソースを投

入し、効率性を確保している。 

研修事業はおおむね効率的に実施されており、モジュール研修では JICA による技術協力プロ

ジェクトである PILAC や、女性省派遣の JICA 個別長期専門家（ジェンダー主流化制度強化アド

バイザー）の投入が行われた。調査団がヒアリングを行った限りでは、一部遠隔地に勤務する郡

行政官がコンピュータ研修の成果を日常業務に十分活用する機会が現時点ではないと回答したこ

とを除き、研修は概して行政官が実務を行ううえで有益であると好評であり、行政官が研修で得

た知識をパイロット事業で実践する機会を得ている点では効率的な能力向上といえる。 

機材もおおむね効率的に活用されていたが、現時点ではあまり利用されていない GIS ソフトウ

ェアや水質検査キットについては、今後も関連した研修と組み合わせて、行政官が実務で継続的

に活用していくことが望まれる。 

さらに、今後は対象地域や分野を重点化していくうえで、対象のターゲットグループの特定の

ニーズに応じた研修カリキュラム、教材を入念に選定していくことが求められる。 

 

３－４ インパクト 

現時点でカンボジアの政策への影響等は特段みられないが、プロジェクトは中央政府からの一

定の関心を得られている。例えば、保健省の政府高官が本プロジェクトの活動を行政サービス一

般に適用するために、ラタナキリ州保健局に対し照会を行うなど、中央省庁内部での認知度の高

まりがうかがえる。また本プロジェクトのモジュール研修を受講した計画局職員が、計画省で実

施される研修のファシリテーターに招かれる等、中央レベルでの人材育成にも活用された。今後

中央レベル及び他州での参考となる事例として普及されていくことが予測される。 

上述の他の JICA 支援の協力を通じプロジェクト地域の行政官の能力の現況と課題が中央政府

に共有され、これら JICA 支援との相乗効果もうかがえる。また ADB が ADB 支援プロジェクト

の参考にすべく、本プロジェクトの視察を行う等ほかのドナーからも関心を示されている。 

 

３－５ 自立発展性 

本プロジェクトは C/P が得た技術の定着のためパイロット事業実施による OJT を行っており、

実践を通じた知識・技術の定着が期待される。 

カンボジア政府は今後とも D&D 政策において人材育成分野の取り組みを継続させていく予定

であり、NSDD の枠組みの下、地域開発事業の計画及び能力強化を行うための地方行政に携わる

人材の能力強化は今後も急務な課題として位置づけられていくことが見込まれる。 

他方、懸念材料として、州や郡レベルで財政的な困難から人材育成活動の予算が確保できない

状況にあるほか、地方行政官の離職率が高いことが挙げられる。 

 

３－６ 効果発現に貢献/阻害した要因 

現在、カンボジア政府は D&D 改革の最中にあり、州及び郡の役割や責任範囲が明確に定まら

ない状況にあることから、プロジェクトの進捗に影響を与え得ることが懸念される。今後もプロ

ジェクトの調整及び実施にあたっては引き続き柔軟な姿勢で取り組む必要がある。 
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３－７ 結 論 

本プロジェクトは地域開発に従事する地方行政官の人材育成を中心としたプロジェクトである

ため、短期間で具体的な成果がみえにくいほか、目に見える成果が発現するまでに時間や労力を

要する案件内容となっている。さらに対象 2 州は同国内でも開発の進展度が遅く、プロジェクト

開始時点のターゲットグループの経験や能力が限られていたことから、プロセスを重視していく

案件内容となっており、プロジェクト側の支援により着実に前進しているといえる。これまでさ

まざまなスキルや科目に関する研修が行われ、地方行政官が知識やスキルをパイロット事業の計

画や実施に活用する経験を得ることができたことは 1 つの成果である。 

他方、プロジェクト開始時点で対象 2 州について十分な情報を得られなかったことから、終了

時点までに達成し得るプロジェクト目標が予測できない状況にあり、その結果、活動の実績を確

認するうえで参考となる十分な指標を、プロジェクト目標及び成果に設定することができないま

ま、プロジェクトを進展せざるを得なかった。そのため、現中間レビュー実施時点でプロジェク

ト目標として定められている『「持続的」地域開発のための地方行政能力が強化される』か否かの

判断は難しいのが現状である。 

プロジェクト目標達成をより確実なものとするには、完了時までにターゲットグループ（ラタ

ナキリ州では主に郡行政官、モンドルキリ州では主に州行政官）が、プロジェクトの計画、実施、

モニタリング・評価を自主的に「実施」していくことができるレベルに到達するよう、能力向上

を図っていくことが必要である。それには、まず活動実績として確認し得る指標を再検討し、さ

らにプロジェクトの経験を州や郡のガイドラインやマニュアルに反映させるなど制度化に努める

ことが重要となる。そして、活動の優先分野及び優先地域を重点化し、選択と集中による投入を

行うことで本プロジェクトがより着実な成果を得ることが期待される。なお、評価グリッドの調

査結果は付属資料 5 のとおりである。 
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第４章 今後の計画への提言 
 

４－１ プロジェクトデザインへの提言 

PDM はプロジェクトの方向性を示し、関係者間で課題・成果を共有し、進捗を管理するうえで

重要なプロジェクト管理のツールである。本中間レビューでは、プロジェクの開始時点で設定さ

れた指標の整理及び具体化を行い、活動の今後の方向性に関し議論を行い、それを踏まえ、より

適切なプロジェクト管理に役立つよう、2008 年 8 月に署名された PDM2 を次節以降のとおり変更

することを提言する。 

特にプロジェクト目標達成をより確実なものとするために、PDM の（1）活動実績として確認

し得る指標を再検討し、プロジェクトの経験を州や郡のガイドラインやマニュアルに反映させる

など制度化に努めることが重要となる。そして、（2）活動の優先分野及び優先地域を重点化し、

選択と集中による投入を行うよう、プロジェクトデザインを変更することを併せて提言する。 

 

４－１－１ ターゲットグループ 

改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

両州の地方行政官 ・ラタナキリ州アンドメア

郡、コンモン郡の開発事業

に携わる地方行政官 

・モンドルキリ州の優先分

野にかかわる地方行政官 

プロジェクト前半で、プロジェク

ト対象を幅広くとられ、多様なア

プローチがとられ、直接受益者と

して州・郡の多様な関係者が含ま

れていた。当初は適切なプロジェ

クト管理を行ううえで、これらス

テークホルダーの相関関係を明確

にする必要があったが、プロジェ

クトの残余期間では対象者及び分

野を絞りこむことで、より有効性

が確保されることが見込まれるた

め両州のターゲットグループをそ

れぞれ整理すべきと判断されるこ

とから。 

 

４－１－２ 実施機関 

改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

DOLA、PRDC/ExCom/地方行

政機関（州、郡、コミューン） 

DOLA、ExCom 地方行政機

関（州、郡） 

有効性の確保を見込み、対象をよ

り絞り込んだ。今後数箇月以内に、

地方行政組織法に基づく条例公布

等、行政改革の流れを念頭に、実

施機関の再検討を行った。 
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４－１－３ プロジェクト目標の指標 

改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

ラタナキリ州 

対象州において 

 

ラタナキリ州アンドメア

郡、コンモン郡において 

対象を明確化するため、今後実施

するパイロット事業の対象地域を

明記。 

1．今までに取り組みが遅れ

ていた分野（非インフラ

事業など）を含めニーズ

に合った開発事業が計

画・実施されている。 

1．今まで取り組みが遅れ

ていた分野（非インフ

ラ事業など）を含めニ

ーズに合った持続的な

郡開発事業が策定・実

施されている。 

ラタナキリ州は、郡を中心に据え

た事業を展開しているため、郡開

発事業と追記。 

2．地域開発事業の進捗が行

政官によりモニタリン

グ・評価され、次の事業

のために必要なフィード

バックが報告書やマニュ

アルの形でなされてい

る。 

2．地方行政官により農村

開発事業がモニタリン

グ・評価されている。

 

 

 

 

行政官によるモニタリング・評価

と、プロジェクトによるフィード

バックのマニュアル化は別項目と

して記載するため。 

3．地域開発に関する会議が

州政府により定期的に開

催される。 

 

 

 

活動の一環と考えられるため、削

除。 

モンドルキリ州 

対象州において モンドルキリ州において 対象を明記。 

1．今までに取り組みが遅れて

いた分野（非インフラ事

業など）を含めニーズに

合った開発事業が計画・

実施されている。 

 

3．今まで取り組みが遅れて

いた分野（非インフラ

事業など）を含めニー

ズに合った持続的な農

村開発に係るセクター

局開発事業が策定・実

施されている。 

モンドルキリでは、優先となるセ

クター局による開発事業に重点を

置くため。 

2．地域開発事業の進捗が行政

官によりモニタリング・

評価され、次の事業のた

めに必要なフィードバッ

クが報告書やマニュアル

の形でなされている。 

4．地方行政官によりセクタ

ー局開発事業がモニタ

リング・評価されてい

る。 

 

行政官によるモニタリング・評価

と、プロジェクトによるフィード

バックのマニュアル化は別項目と

して記載するため。 
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（記載なし） 国家レベルにおいて 

5．本プロジェクトの知見を

制度化するため、プロ

ジェクトで得られた教

訓がガイドライン・マ

ニュアルに反映されて

いる。 

モニタリング・評価の取り組みと

別項目とし、PDM2 の記載をより具

体化するため。 

 

 

４－１－４ 成果の指標 

改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

（記載なし） 1-3．開発計画において、

対象地域の優先事業

に係る量的データが

使用される。 

量的データを採用することで、プ

ロジェクト進捗状況の管理を円滑

化させるため。 

2-1．ラタナキリ州のパイロッ

ト郡で地域開発計画策

定への取り組みがなさ

れている。 

2-1．ラタナキリ州の行政

官により、パイロット

郡の地域開発計画策

定がなされている。 

活動内容が記載されていたため、

具体的な成果を表す内容に書き換

えた。 

 

2-2．パイロット事業をはじめ

各種事業の策定と準備

のための具体的な活動

を実施できるようにな

る。 

2-2．モンドルキリ州の行

政官により、優先分野

におけるセクター局

の開発計画が策定さ

れている。 

活動内容が記載されていたため、

具体的な成果を表す内容に書き換

えた。 

 

2-3．地域開発計画に関するモ

ジュール研修が 2 コース

以上開催され、受講者の

研修後の能力が向上し

ている。 

2-3．地方行政官により地

域開発事業が計画、実

施される。 

 

活動内容が記載されていたため、

具体的な成果を表す内容に書き換

えた。 

 

3-1．現在取り組みが遅れてい

る分野（測量、AutoCAD

など）での TSU の技術力

が向上する。 

3-1．地方行政官により、

地域開発事業の契約

管理と業務管理が行

われる。 

 

地域開発事業の契約管理・業務管

理能力向上は行政官全体に係る課

題で、TSU に限ったものではない

ため。 

 

3-2．郡やコミューンが実施す

るパイロット事業をは

じめ各種事業の契約管

理と業務管理が改善す

る。 

上記 3-1．で対応。 

 

 

同上。 
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3-3．地域開発事業の実施に関

するモジュール研修が 6

コース以上行われ、受講

者の研修後の能力が向

上している。 

4-1．対象となる行政官の、

事業実施に関する知

識が向上している。 

 

活動内容が記載されていたため、

具体的な成果を表す内容に書き換

えた。 

 

4-3．地域開発事業のモニタリ

ング・評価に関するモジ

ュール研修が 1 コース以

上行われ、受講者の研修

後の能力が向上してい

る。 

4-3．対象となる行政官の

モニタリング・評価の

知識が向上している。

 

活動内容が記載されていたため、

具体的な成果を表す内容のみ記

載。 

 

４－１－５ 活 動 

改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

2-1．ラタナキリの郡の開発計

画策定を支援する。 

2-1．ラタナキリ州の郡の

開発計画策定のため

の OJT 及びワークシ

ョップを実施する。 

内容に変更はなく、記載を具体化。

（記載なし） 2-2．モンドルキリ州の州

開発計画に対する優

先分野の選定を支援

する。 

モンドルキリ州の優先分野を絞り

込むため追記。 

2-2．コミューン、郡オフィス、

セクター局のプロジェ

クトプロポーザル作成

を支援する。 

2-4．郡及びセクター局の

プロポーザル策定を

支援する。 

 

コミューンは対象から外れるた

め。 

2-3．計画策定に関する研修を

行う。 

 

2-3．モンドルキリ州の優

先分野におけるセク

ター局の開発計画策

定を支援する。 

モンドルキリ州の優先分野のセク

ター局への支援絞り込みのため。

研修内容の記載も具体的にする。 

2-4．モンドルキリのパイロッ

ト 事 業 の モ ニ タ リ ン

グ・評価結果に基づきコ

ミューン開発計画策定

プロセスの改善を提案

する。 

2-5．モンドルキリ州のパ

イロット事業のモニ

タリング・評価結果

に基づき、セクター

局の開発計画策定プ

ロセスの改善を提案

する。 

記載の具体化を図るため。 
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改定前（Ver.2） 改定後（Ver.3） 改定理由 

2-6．ラタナキリのパイロット

事業のモニタリング・評

価結果に基づき、郡の開

発計画策定プロセスの

提案をする。 

2-6．ラタナキリ州のパイ

ロット事業のモニタ

リング・評価結果に

基づき、セクター局

の開発計画策定プロ

セスの改善を提案す

る。 

記載の具体化を図るため。 

3-1．選定された事業の実施を

通じ、州行政官への OJT

を行う。 

 

 

3-1．地方行政官に対し、

パイロット事業を通

じプロジェクト管理

と実施に関する OJT、

及びワークショップ

を行う。 

アプローチを明確にし、記載の具

体化を図るため。 

3-2．ニーズの高い技術の研修

を行う。 

 

 

3-2．ニーズの高い分野の

事業実施に必要な技

術のモジュール研修

及びワークショップ

を行う。 

アプローチを明確にし、記載の具

体化を図るため。 

3-3．モニタリング・評価結果

に基づき事業実施手順

の改善提案をする。 

3-3．モニタリング・評価

結果に基づき事業実

施手順の改善の提案

をする。 

文言の修正のみ。 

4-1．パイロット事業のモニタ

リングを通じ、事業管理

手 法 の 改 善 を 図 る

（OJT）。 

 

4-1．地方行政官に対し、

パイロット事業を通

じ事業管理に係るモ

ニタリング・評価の

OJT やワークショッ

プを実施する。 

アプローチを明確にし、記載の具

体化を図るため。 

4-3．モニタリング評価に関す

る研修を行う。 

4-3．モニタリング・評価

に関するモジュール

研修やワークショッ

プを行う。 

アプローチを明確にし、記載の具

体化を図るため。 

 

４－２ その他の提言 

今回の中間レビュー調査を通して、本プロジェクトがより当事者以外の外部者にも理解・支持

され、かつ円滑に実施されるための提言を、以下に記す。 

（1）プロジェクト管理のための資料整理 

本プロジェクトの各専門家は、担当業務を W/S・研修・パイロットプロジェクト等の活動
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を通して実施し、その業務の経緯・結果等の報告書は作成されていると判断される。しかし

全体のプロジェクト目標を達成するためのプロセスを示すロードマップ及び活動との関連

性・進捗度について、誰の目で見てもプロジェクトの進展性を把握できる説明資料として整

理していく必要がある。 

 

（2）既存の報告書、実績表等の整備・管理 

整理した必要資料の提示や記述内容を正確にするための確認の必要が調査時に多く生じ

たことから、今後、プロジェクト活動記録・報告書を総合的に管理するような改善策を講じ

ることが求められる。 

 

（3）プロジェクトチームと JICA 担当者の意見交換、意思疎通を十分にとって、お互いの業務

を支援できる関係をより強化していくことが望まれる。 
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